園芸用施設・設備導入等支援事業（省エネ加温機器等導入支援）要望調査書

１　事業実施主体
	対象者名
	　　　　　　　　　　　　　　　（代表者名：　　　　　　　）
	電話番号
	

	住所
	

	施工場所
	

	□
	認定農業者
	□
	認定新規就農者
	認定（予定）日
	令和　　　　年　　　月　　　日


（注１）　該当する□にチェックを入れること。
（注２）　認定農業者又は認定新規就農者の手続き中の者は、認定予定日を記載すること。

２　現状の加温面積
	No.
	品目
	加温面積（a）

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	計
	
	





３　本事業での取組面積
	No.
	品目
	加温設備等導入面積（a）

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	計
	
	


















４　成果目標　（取組内容に応じて（１）、（２）又は（３）のうちいずれか一つを選択）
（１）化石燃料を使用しない加温機の導入面積を加温面積の50％以上に拡大
	現状（R　　年）
	目標（R　　年）

	加温面積
（a）
①
	化石燃料を使用
しない加温機の
導入面積（a）②
	導入割合
（％）
②÷①
	加温面積
（a）
③
	化石燃料を使用
しない加温機の
導入面積（a）④
	導入割合
（％）
④÷③
	成果目標
ポイント

	
	
	
	
	
	
	


[bookmark: _Hlk229742117]（注）　成果目標ポイントは、園芸用施設・設備導入等支援事業実施要領別紙１の（３）を基に算出すること。

（２）燃油使用量の低減
	燃油使用量（ℓ）
	低減率（％）
（①－②）÷①
	成果目標
ポイント

	現状
	目標（R　　年）②
	
	

	過去３年の実績
	平均①
	
	
	

	　　　年：
	
	
	
	

	　　　年：
	
	
	
	

	　　　年：
	
	
	
	


（注１）　燃油使用量の現状は、事業実施前過去３年の燃油購入量の平均値を記入すること。ただし、厳密に燃油使用量を測定でき、燃油使用量に係る証拠書類を提示することができる場合にはこの限りではない。新設の場合は、当該品目に係る地域内の標準的データ、類似経営における平均的な燃油使用量を利用して燃油使用量の現状値を設定すること。いずれの場合も根拠資料を添付すること。
（注２）　複数種の燃油を使用する場合は、灯油（ℓ）は0.939を、LPG（kg）は1.299を乗じて、A重油に換算すること。
（注３）　成果目標ポイントは、園芸用施設・設備導入等支援事業実施要領別紙１の（３）を基に算出すること。
（３）単位生産量当たりの燃油使用量の低減
	
	現状（R　年）
	目標（R　年）
	低減率（％）
（③－⑥）÷③
	成果目標
ポイント

	生産量（kg）
（品目名：　　　　　　　　）
	①

	④

	
	

	燃油使用量（ℓ）
	過去３年の実績
	平均
	⑤

	
	

	
	　年：
	②


	
	
	

	
	　年：
	
	
	
	

	
	　　年：
	
	
	
	

	１kg当たり燃油使用量
（ℓ／kg）
	③＝②÷①

	⑥＝⑤÷④

	
	


（注１）　生産量については、対象品目が複数の場合は、複数品目の合計値を記載すること。現状及び目標の根拠資料を添付すること。
（注２）　燃油使用量の現状は、事業実施前過去３年の燃油購入量の平均値を記入すること。ただし、厳密に燃油使用量を測定でき、燃油使用量に係る証拠書類を提示することができる場合にはこの限りではない。新設の場合は、当該品目に係る地域内の標準的データ、類似経営における平均的な燃油使用量を利用して燃油使用量の現状値を設定することができる。いずれの場合も根拠資料を添付すること。
（注３）　複数種の燃油を使用する場合は、灯油（ℓ）は0.939を、LPG（kg）は1.299を乗じて、A重油に換算すること。
（注４）　成果目標ポイントは、園芸用施設・設備導入等支援事業実施要領別紙１の（３）を基に算出すること。


５　配分ポイント　
[bookmark: _Hlk229749362]（１）加算ポイント
	導入機器
	加算ポイント

	□
	ヒートポンプ、木質バイオマスボイラー等の化石燃料を使用しない加温機を導入する
	５ポイント


（注）　該当する場合は、□にチェックを入れること。

（２）減点ポイント
	国庫事業の達成状況
	減点ポイント

	□
	過去に国庫事業（農産物生産供給体制強化事業）を活用し、成果目標の評価が未達成となっている
	－５ポイント


（注）　該当する場合は、□にチェックを入れること。

（３）合計ポイント
	成果目標ポイント
	加算ポイント
	減点ポイント
	合計ポイント

	
	
	
	







６　国庫事業の活用可能性　
	国庫事業名
	活用
不可
	活用できない理由

	産地生産基盤パワーアップ事業
	□
	（面積要件、成果目標の設定が困難　等）



（注）　国庫事業が活用できない場合は、活用不可欄の☐にチェックを入れ、活用できない理由を記載すること。


７　取組内容等
	取組内容
（機器等名、型式、規模・台数等）
	導入方法
	機能向上内容

	
	購入
	リース
	

	
	□
	□
	

	
	□
	□
	

	
	□
	□
	


（注１）　事業内容は、省エネ機器、内部設備について記載すること。
（注２）　導入方法は、該当する□に　チェックを入れること。
（注３）　既存製品からの更新の場合は、機能向上内容を記載し、根拠資料を添付すること。

８　経費の配分等
	事業内容
	総事業費（円）
	着手
（予定）
年月日
	設置完了予定
年月日
	備考

	
	
	県費
	市町費
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


（注１）　園芸用施設・設備導入等支援事業実施要領第４の２に基づき、設置完了予定年月日が令和９年２月末日までであれば設置費を総事業費に含むことができる。その場合、施工予定業者が作成した設置完了予定時期が分かる資料を添付すること。
（注２）　備考欄には、消費税仕入れ控除税額を減額した場合には「減額した金額〇〇〇円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。

「該当なし」の場合は、以下のうち該当するものにチェックを入れること。
□　免税事業者　　　□　簡易課税制度の適用を受ける者








〇添付資料
[bookmark: _Hlk230266503]農業経営改善計画認定書又は青年等就農計画認定書
カタログ
見積書
機能向上内容を説明する根拠資料
既存製品からの更新の場合は、既存製品の性能（省エネ機器では型式、製造番号）等が分かる写真等
成果目標関連（現状年を含む）の根拠資料
（ヒートポンプ導入の場合はランニングコスト試算表等、燃油消費効率の高い燃油暖房機の導入の場合は暖房負荷計算書等の算定根拠を含む）
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